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Article XXIV In all spheres of life, laws shall 
be designed for the promotion and extension 
of social welfare, and of freedom, justice and 
democracy.
Free ,  un iversa l  and  compulsor y 
社会福祉に関する経済学論争史（1）
― 55 ―
education shall be established.
The exploitation of children shall be 
prohibited
The public health shall be promoted.
Social security shall be provided.
Standards for working conditions,wages 














































































































































































































































































































































































































































































































































































Articls 25 All People shall have the right to 
maintain the minimum standards  of wholesome 
and cultured living.
In all spheres of life, the State shall use its 
endavors for the promotion and extention of 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































happiness, and fortunes of a person or group
……”とあるだけで貧困救済あるいは生活保
護等に類する意味はなく，（ちなみにアメリカ
のWebster Dictionaryを み る と“a condition 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































は“Department of Social Work”であるといわ
れ，ただ西部に二校だけ Social Welfare学部が
あるとされている。）
　ところで，『世界の社会福祉』の『アメリカ』
の巻は，アメリカで施行されている日本的意味
の福祉六法に類する政策・施策を非論理的にた
だ羅列して説明しているが，それら施策の総体
をアメリカでも社会福祉とはいわれていない。
先にも述べたように社会福祉（関数）は元来福
祉経済学の用語であり，社会全体の所得を増大
させつつ諸個人の所得の増大も目指す政府の政
策決定選択理論だったのであり，あとで評述す
るが，この理論は1951年アローによって単独
の経済政策だけではすべての社会成員が同時に
所得を平等に向上させることは不可能であると
論証されたため経済学ではほとんど使われなく
なったあと，スピッカーによれば，「とくにア
メリカの文献では，『福祉』は特定のタイプの
給付，とりわけ貧困者を対象とした資力調査付
きの社会保障給付を指すことがあ」り，社会福
祉もアメリカで国家によって供給される一定の
サービス（通常「社会サービス」という）を指
すといっているように，生存権保障政策の総体
を指すのではなく，狭い範囲の公的サービス給
付の意味しかない。アメリカの経済学のテキス
トをみると，いずれも社会保険と並べて，公的
な救貧制度を福祉計画（：プログラム）と呼
び，現金・現物給付のことを福祉といってもの
もあるが，ただいずれの経済学テキストにも社
会福祉という用語は福祉経済学の用語なので福
祉計画の説明には使われていない。
　このようにみてくると，日本的な意味では
『アメリカの社会福祉』というタイトルは成り
立たないことになるから，あえてアメリカ本国
社会福祉に関する経済学論争史（1）
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に即してみていくと上述のような「福祉計画」
の意味でしか成り立たないので，その内容をス
ティグリッツの『公共経済学』に求めるなら
ば，「公的援助，福祉，被扶養児童家庭援助制
度，貧困家庭に対する一時的援助，補足的所得
保障，包括的補助金，現金福祉計画，現物給付，
貧困率分類別計画，フード・スタンプ等々」じ
つに細かい社会サービスが列挙され，これがほ
ぼ日本の福祉六法とほぼ同じ範囲のごく少数の
人びとが対象になるだけの施策でしかないので
ある。
　だから『世界の社会福祉』の『アメリカ』の
巻では，アメリカ社会の特性と社会福祉が救貧
事業から社会事業，社会福祉の成立と発展した
という歴史が述べられたあと，こうした状況を
つくった基盤にある社会思想が検討されたあ
と，社会福祉政策として児童・家庭，障害者（身
体・精神・知的），高齢者・ホームレスへの対
策として解明され，コミュニティ･ケアや民間
非営利団体などが述べるべられていて，日本の
社会福祉理論とほぼ重なるので，この巻はほぼ
妥当な理論を展開されているとみてよいのであ
るが，ただ問題なのは上述したようにアメリカ
本国では社会福祉と呼んでいない諸施策を「ア
メリカの社会福祉」としていることと，アメリ
カでの救貧施策やニード支援の施策は本国では
ソーシャル・ワークであるのに，この名称で呼
ばれる施策や理論について一言もふれられてい
ないこと，そして個別的にははじまりの部分の
「社会福祉の歴史」において，慈善的救貧事業・
社会事業が発展して国家による社会福祉が確
立・発展してきたと3段階発展史観が述べられ
ているが，アメリカでもこんな歴史は成り立た
ないことはイギリスと同じである。（のち，ア
メリカの社会保障の項のところで述べるがアメ
リカの社会福祉・社会保障両方の歴史を執筆さ
れているのは古川孝順氏なのであるが，奇妙な
ことに，文のなかの社会福祉と社会保障とをそ
れぞれに入れかえているだけで，文の内容は同
じなのである。）
　さらにもう一つだけいうなら，アメリカの公
的な国民への生活保護の政策は先進国のなかで
日本を並んでもっとも低水準だといわれている
にもかかわらず窪田暁子氏が『社会福祉の思
想と理念』で「アメリカの社会福祉は，アメリ
カという社会の特質を全面的にうけて，基本
的に自立・自助を強調する文化のなかに生ま
れ，その故にこそ，一方におけるコミュニティ
志向を強くもち，もう一方ではそこへの積極的
参加を個々人の責任とし，またそのように機能
する個人を積極的に援助するという発想に立っ
ている。ソーシャルワークという，専門職志向
の強い集団を形成してきたその歴史は，左右の
思想的な対立を含む政策論争をを絶えず続けな
がら，アメリカ経済の発展に支えられて，幅広
いサービスを展開してきている。」といわれて
いるのは，いったい何を社会福祉とみているの
か，何を指しているのか，アメリカの社会福祉
というものがこれほどの機能をもっているのか
荒唐無稽であるなど，執筆者はアメリカの社会
政策を知っているのだろうか。（日本的な意味
での社会保障の一環である社会福祉が社会保
険・国家扶助・公衆衛生と連携して，「経済の
発展に支えられて，幅広いサービスを展開して
いる」というのか，それとも，「資本主義の構
造的欠陥が生み出す社会問題に向けられた合理
的・補充的な」政策が順調に転開されているの
であろうか。とくに，1981年からのレーガン
反革命によって，富裕者のための大減税をして
公共予算を縮小させて，福祉切捨政策を施行し
て2 ～ 300万人のホーム・レスを出現させ，そ
れ以上のワーギング・プアなる人びとを生み，
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その反面新保守主義理論を基に市場至上主義的
に政府規制をゆるめて何10万人かのビリオ・
ネア（億万長者）という層を輩出させ，ただで
さえ大きかった所得格差をさらに拡大させて，
後進国並みの貧富の格差の大きな社会をつくっ
たことは記憶に新しいが，このようなアメリカ
の社会福祉・社会政策の危機という認識はな
かったのだろうか。つけ加えるならば，レーガ
ン反革命を推進させ，福祉国家を崩壊に導く反
ケインズ的政治・経済学理論や，公正・平等を
否定して自由・効率を重要視して格差をつくる
自由主義，弱者不援助，福祉切り捨てを主張す
る保守主義等々を隆盛にさせて，世界を混乱さ
せる理論をつくっていたのがアメリカであった
ことは忘れてはならないだろう。：後述する）
　くりかえすならば，社会福祉も社会保障も憲
法第25条をとおしてアメリカのニューディー
ル時代にはじめて出現した造語と政策名称から
でてきた熟語であり，ニューディールの精神が
貫かれている言葉であったにもかかわらず，母
国アメリカに求めても社会福祉の意味はみえ
ないのであるが，『先進諸国の社会保障・アメ
リカ』によれば，社会保障の方はほぼニュー
ディール時代そのまま生きていることがみられ
る。編集者の藤田伍一氏は冒頭で，「社会保障
のあり方をめぐる学問研究は欧米では『ソー
シャル・ポリシィ（Social Policy）』をベース
に進められてきた。……ソーシャル・ポリシィ
の定義としては『健全な市民社会を維持するた
めに社会問題を解決しようとする政策体系』と
端的に規定しておきたい。……英米では健全な
る市民社会を維持する上で障害となる問題群を
解決し，市民社会からのドロップを救済・予防
して『シティズンシップ（Citizenship＝市民
としての資格）』を確保することがソーシャル・
ポリシィの本来の課題となる。……またソー
シャル・ポリシィの主体につていえば，公共政
策と同じで国家＝中央政府が政策主体であるこ
とが多い。そしてソーシャル・ポリシィはその
公共政策の一分肢として発動され，通常，社会
保障など社会プログラムを通じて遂行されてい
くのである。……ソーシャル・ポリシィは競争
原理を活かすために必要な政策体系なのであっ
て，不当な差別をなくし，競争機会を公平に分
配することもその任務に数えられるのである。
……ソーシャル・ポリシィが政策的枠組みにお
いて『目的』であるとすれば，社会保障はその
ための『手段』概念だということができる。つ
まりソーシャル・ポリシィの社会的目的を実現
するための制度的手段のひとつといえるのであ
る。」と国民の社会的権利を保障する政策は本
来的にソーシャル・ポリシィでなければならず，
社会保障はその実現のための手段の地位にある
という明確な解明をされて，ソーシャル・ポリ
シィとの関連においてしか社会保障のあり方が
論及できないとされているといえよう。
　だから『先進諸国の社会保障（アメリカ）』
は藤田伍一氏の社会保障についての的確な規定
と，どの理論書より的確にソーシャル・ポリ
シィの枠組みのなかに明確に位置づけられて諸
機能が論理的に解明されている（毛利建三氏の
論理と同じである）点は，社会福祉・社会保障
を手前勝手に解釈をしてくりかえす類書をはる
かにしのいでいることは確かなのであるが，た
だ藤田伍一氏の理論以外は，他の執筆が社会
政策を実施するための一環として社会保障の一
分野を分担しているという論理づけをされてい
ないため，社会政策の諸施策の羅列的解説書に
なっているところがみうけられる。とくに，古
川孝順氏は『アメリカの社会福祉』と『アメリ
カの社会保障』の両書にそれぞれの歴史を執筆
されているのであるが，内容がほぼ同じであり，
社会福祉に関する経済学論争史（1）
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とくに両者の略年表はまったく同じであり，タ
イトルや項目を社会福祉と社会保障に入れかえ
ているだけであり，最後の部分である「アメリ
カの社会福祉の特質」および「アメリカの社会
保障の特質」と題された結語にあたる文は社会
福祉と社会保障を入れ替えているだけで内容は
まったく同じであるのをみると，もっとも現代
的で的確な社会福祉の定義をつくった代表的な
理論家にとっても，社会保障も社会福祉も同一
なものとして区別はされていないらしいのであ
るが，両書の分担執筆をする理論家たちも担当
している施筆・政策がいずれの領域に属し，機
能にどう相違をもたらすか，認識されていない
ようであるだけでなく，実際には『先進国の社
会保障』と『世界の社会福祉』は共通する政策
項目が多いのであるが，古川孝順氏の例にみら
れるように説明内容にそれほど相違がなく，し
かも執筆項目は全部合わせると毛利建三氏のい
われている社会政策の範畴と変りないので，日
本では社会福祉・社会保障・社会政策の厳密な
区別はないのである。
　ところで，現実にアメリカ国民は整備された
社会保障をうけて貧困は解消して生活が安定し
ているかというならば，社会保障という政策と
理論のみをみているだけではその実際が把握で
きないのは，社会政策・社会保障は政府による
所得再分配の政策的部分であり，国民生活の水
準を決定する市場からの所得分配の局面の方を
みることができないからなのである。
　藤田伍一氏は，「公共政策は明示的な社会目
的をもたない経済政策も含まれている。しかも
インフレと失業はトレード・オフ関係にあると
よくいわれるように，経済政策とソーシャル・
ポリシィでは互いに相容れない場合が多い。ま
た経済政策がソーシャル・ポリシィに強いイン
パクトを与えソーシャル・ポリシィの効果を相
殺することも少なくない。」と，負の関係の方
を先に考察されているが，通常は逆でアメリカ
の貧困・失業対策や，国民生活の安定・向上政
策は世界一の経済学大国といわれる国の経済
学が主導しているといってよいであろう。ごく
簡単にいえば，大恐慌以降アメリカの経済学は
ケインズ理論をとりいれて貧困・失業は経済政
策と社会保障（実際は藤田伍一氏がいわれるよ
うに社会政策である）を連携・総合して解消し
ていくべきだという論理が形成されている（サ
ミュエルソンが創設したアメリカ型の経済学テ
キストでは，マクロ経済学には公共支出による
失業解消，所得の増大と物価安定，ミクロ経済
学では課税制と所得再分配施策による貧困救済
が論じられている）のであるが，貧困・失業は
何よりも経済問題であり，国民生活の安定・向
上もやはり経済政策の課題であることを日本で
は社会保障の理論も社会福祉理論においても無
視されている。（1970年代までの福祉国家は経
済政策と社会政策を効果的に連携させて完全雇
用の達成と貧困の解消に成功していた時期が
あったが，1980年ころから福祉国家が経済停
滞を起こしたため社会政策を高度化すると経済
が悪化するというトレード・オフ現象が起きた
ため，社会政策は経済の敵ということになり正
義の政策から悪の政策として切り捨てられるよ
うに変っていったことは，経済政策とのかかわ
りにおいて考察しなければ理解できないもので
あった。）
　ただ，アメリカでのみ使われている社会福祉
の意味を貧困救済施策や国民の社会的権利を保
障する政策とその理論のなかに求めてきたので
あるが，この社会福祉という用語は，それらの
保障政策として使われるようになるずっと以前
の，1938年にバーグソンが福祉経済学のター
ムとして造語したものであることは前に述べた
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が，じつはアメリカ経済学の領域においていま
だに福祉経済学で社会福祉理論に依拠する理論
家がいるのである。バーグソンの社会福祉関数
を支持したサミュエルソンは「社会福祉理論を
さらに精緻化しようとした矢先，アローによっ
てその意図をくじかれた」といっているように，
社会福祉関数で政策を決定して社会全体と諸個
人の利益をそれぞれに増大するという論理は，
アローが社会のすべての人を満足させるような
政策の決定は不可能といった批判を『社会的選
択と個人的評価』という標題で著わしたのであ
るが，アローは社会福祉を社会的選択という政
府が政策を決定する論理と読みかえて，のちの
公共選択論に途を拓いていたのであり，公共選
択論は財政学，公共経済学および厚生経済学（福
祉経済学）のなかで政府の役割を規定する論理
として展開されるようになり，そのなかで例え
ばA.センのように社会福祉を継承して，人の
福祉を単に所得や効用で測るのでなく財の利用
で得られる機能の集合である潜在能力で測るこ
とを提唱して，適切な政策を実施すれば，諸個
人の機能はそれぞれに即して満たされ，その集
合である潜在能力が成就するという理論のなか
に生きており，実際に政府が社会政策を策定す
る指針をつくっていたので，経済学から社会政
策系の理論に影響を与えていることもみなけれ
ばならないことは後述する。
　公共選択論を展開する経済学はヴァージニア
学派をはじめ，アメリカでは大きな勢力をもち，
どのテキストにもその論理が説明されている
が，租税を使って政府が施行する諸政策のあり
方を論及する理論なので，どの政策にどれだけ
の大きさの財源を配分するかを論拠づける面が
重いので公共経済学や財政学の基礎理論になっ
ていて，政策総体のなかで社会諸政策が他の政
策との関連で存立の意味づけや位置づけをして
いるので，社会福祉関数論にはじまる公共選択
論によらなければ，社会政策，社会保障，社会
福祉の意味がわからないものだったのである。
もう少しいうならば，アメリカの経済学の多く
は現資本主義体制を市場経済と公共経済が重層
している混合経済体制をとっているとし，基盤
には自然に成立した経済成長に適した市場に依
拠して人は生活するが，市場は非常に不安定で
恐慌であり，格差をつくり，悲惨まで呼んでし
まうので，政府は租税を財源にして国民生活を
安全・安心・安定をつくる政策を公共的に施行
するのが公共経済であり，その内容は国防・治
安にはじまり道路・港湾やその他のインフラス
トラクチュア（：ここでは社会資本とする，上
下水道・エネルギー供給そして教育・医療・公
園など）の一環として社会的諸施策がつくられ
ているのであって，このように混合経済体制の
なかの公共経済学・公共政策からの視点からみ
ないと，単に個別的政策だけをとりあげて説明
してもその真の意味が解るはずのものではな
かったことは，後に評述する。
18．主要諸国における社会政策・社会保障・
社会福祉の比較検討　―世界に社会
福祉はなく社会保障は限定的，社会政
策が中心的位置
　このように，『世界の社会福祉』のうちイギ
リスとアメリカの巻をみていくと，イギリスに
は社会福祉という政策がないので「イギリスの
社会福祉」という繋辞・連語は成り立たない
し，「アメリカの社会福祉」は政府の公的社会
資源支給制度である「福祉プログラム」を指す
だけの小規模な施策群でしかないことがみえて
くるので，生存権保障政策の総称ではありえな
いことが理解できてくるのであるが，このこと
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は世界最高の福祉大国といわれるスウェーデン
についても同じであり，現地での生活が長く，
おそらく日本人としてもっとも的確にスウェー
デンの実情を熟知されている竹崎孜氏は『生活
保障の政治学』，『スウェーデンはなぜ生活大国
になれたのか』において，わざわざスウェーデ
ンには「福祉政策と呼ばれるものは政治用語と
しても社会用語としても存在がみられ……なく
て，社会政策の用語がある」といわれ，さらに
福祉学，社会福祉もないといわれていることを
援用すると，『スウェーデンの社会福祉』とい
う繋辞も成立しないのが実情なのである。竹崎
孜氏は，国民の社会的権利がほぼ完全に保障さ
れているスウェーデンの福祉国家は，社会保障
とか社会福祉といった政策が機能して成立して
いるというものではなく，70％を超える租税
と財源にして政府が国民生活をさまざまに保全
する政治活動をとおして適切に保障するすぐれ
た政府の存在から論及しなければならないとい
われているとおり，『先進諸国の社会保障・ス
ウェーデン』と『世界の社会福祉・スウェーデ
ン』のいずれも関連諸政策を詳細に叙述されて
いるのであるが，これらの単独の個別的政策の
解説の叙述だけではスウェーデン・モデルとい
われる福祉国家の全体像を把握することがむず
かしいので，なぜどのように世界最高の保障を
されているかの理解ができないという欠陥も露
呈しているのである。だから世界最高の福祉国
家スウェーデンについてはもっとも深く学ばな
ければならないが，社会政策という面からだけ
ではなく政府のあり方，経済政策，社会のあり
方等の総合的な考察をすることによってしか果
たせないので，後の課題とすることにならざる
をえない。
　（例えば，岡沢憲芙氏と1997年に『比較福祉
国家論』を著わされた宮本太郎氏は，1999年
に『福祉国家という戦略―スウェーデンモ
デルの政治経済学』を刊行された後もスウェー
デンの政治・経済・社会体制について精力的に
研究成果を発表されているが，その貪欲なまで
にスウェーデンの体制の本質を研究し尽くし，
理念化して日本社会のあり方のモデルとして学
ぼうとされている研究的姿勢と比べるまでもな
く，両叢書は世界最高のスウェーデンの社会保
障・社会福祉を論究・紹介する熱意に欠け平板
すぎているようにみえる。）
　さらに，古くから日本の社会政策理論に大き
な影響を与えてきたドイツは，どちらの叢書の
巻も社会保障，社会福祉についてはあらためて
定義しかえすことなくほとんどの政策の解説は
日本の常識をあてはめてドイツで実施している
さまざまな政策の併列的説明をしているだけに
みえるのは他の巻と同じであるが，第2次世界
大戦後のドイツでは福祉国家の代わりに社会国
家を，政府の関与して調整する市場を社会市場
と呼んでいた非常に特徴的な事情・意味が究明
されているのに，各政策は日本的な解説になっ
ているので全体的にみればドイツの社会的権利
の保障政策の独自性を解明ができていないので
はなかっただろうか。
　ただ，「先進諸国の社会保障」の『ドイツ』
の巻の冒頭の4章では，ドイツは，日本で社会
福祉・社会保障という名称とは異なる名称を使
いながら社会的権利を保障する政策体系をつ
くっていることを無意図的に述べられている。
とくに足立正樹氏が執筆された『第3章　社会
的市場と社会保障』においては，通常福祉国家
とはケインズ理論に即して政府が市場に介入し
て経済の成長と安定を図って完全雇用と所得の
向上を達成させ，さらに社会民主主義的な理念
によって所得再分配をして格差是正やニード救
済をする体制という説明がされていたのである
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が，西ドイツだった時代には敗戦直後に財務相
だったエアハルトの主導で政府が経済を指揮し
て市場の活性化をはかりつつ管理・調整して，
敗戦による大荒廃からの回復を図った政策方針
を「社会市場」と称していたという。おそらく
ケインズ政策と同質なものといってよいといえ
るのは，この経済政策が成功して西ドイツ経済
は混乱から見事に立ち直りのちに強力な経済的
大国に成長しているからであるが，そのうえこ
うした経済成長を活用して大きな財源を造り，
かつての社会政策を超える「合理的な生産政策・
市場政策・農業政策・貨幣政策・信用政策・景
気政策・対外貿易政策」などの市場政策と，住宅・
手金・雇用・労働保護・教育・所得保障などの
公的保障に加え，公私共同による医療保障・青
少年・家族・高齢者・障害者保護等々を厚く施
行して他の西欧福祉国家と比べて遜色のない体
制をつくり，全国民に自由で豊かで平等な生活
を保障していたにもかかわらず，第4章執筆の
山田誠氏によれば「ドイツ人にとって今日でも
疵護者的なイメージを伴っている福祉国家の語
には否定的な含意があり，肯定的な意味では機
会均等の原則を重視する社会国家の語を用い」
ているといわれているように，19世紀からもっ
とも早く社会政策という，理論と実際を成立さ
せ，20世紀はじめにはワイマール憲法を制定
した国柄らしく，どこの国の影響もうけず，独
自な名称をもつすぐれた体制をつくっているこ
とが述べられている。しかし，第5章以後の実
際の諸政策の解説では標題には社会保障の名称
は使われているものの，本文には社会政策，社
会保険，社会扶助というタームが出てくるだけ
で「ドイツの社会保障」という巻なのに社会保
障という語も，その定義がないという奇妙な巻
になっているのである。だから『ドイツの社会
保障』という標題でドイツの社会国家を解説す
るのでなく，ドイツの政策体系に即した理論書
にすべきだったのではないだろうか。
　『ドイツの社会福祉』も同じで，社会政策が
主流で社会福祉という政策のない国の「社会福
祉」をなぜ語ることができるのか不思議でしか
ないが，『世界の社会福祉』の方で臼井英之氏
が『ドイツ社会における社会政策の意味』と
いう章を担当され，日本の社会政策の独自性
に触れながら，そのモデルにしていたドイツの
Sozialpolitikは，1870年代から「工業化の進展
にともなって派生してきた社会問題への対応な
いし解決を意味する語として用いられ」，その
対応する範囲は具体的に広くなり「良い状態を
促進させる社会的諸関係の秩序を目指す国家の
介入」施策とされ，イギリスのSocial Policyと
ほぼ同様な法制がつくられたりしたが，第2次
世界大戦後のドイツは東西に分裂させられたあ
と，東ドイツでは社会政策はブルジョア的政策
だとして否定的に解釈されていたので，統一後
はニューディール時代のSocial Security Actと
ほぼ同じ意味のSoziale Sicherheitという法律
名称を使うようになり，そこでは，1．児童手
当，2．雇用促進，3．就学促進，4．労働法，
5．母性保護，6．共同決定，7．事業所組織，
8．雇用者保全・安全衛生，9．財産形成促進，
10．疾病保険，11．労災保険，12．年金保険，
13．障害者のリハビリテーション，14．社会
的補償・戦争犠牲者援護，15．住宅補助金，
16．社会扶助，17．海外移住者のための社会
保険，18．介護保険，の18の法制から成り
立っていることが述べられているのが，『ドイ
ツの社会福祉』のなかで唯一の社会政策と社会
保障の関連的規定であり，社会福祉なる政策は
すべてこれらのなかに含まれているので，ドイ
ツには社会福祉という独立した領域がないこと
が暗示されていたのが，ドイツの明確な政策規
社会福祉に関する経済学論争史（1）
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定だったのである。
　さて，日本の政策論に影響を与えてきた国の
政策名称と意味をみてきたが，二つの叢書全体
に触れることはできないので，もう一国だけ主
要な『フランスの社会福祉』をみておくならば
「フランスでは社会福祉という言葉がほとんど
使われず，日本でいう社会保障，社会福祉，住
宅や家族政策などはすべて＜社会的なもの＞で
くくられ，それは教育や医療政策，余暇活動の
分野にもおよんでいる。フランスでは国家と社
会が明瞭に区別されていたこと，また社会の主
体の形成をめぐっては，今なお鋭い相克がある
ことを知る必要がある」という『はしがき』の
文は示唆的であり，この叢書全体のなかの唯一
の白眉の論理である。ただこのようにフランス
には社会福祉がないことを「はしがき」で断っ
ておきながら『フランスの社会福祉』という巻
が編まれ，社会福祉の政策としてさまざまな＜
社会的なもの＞を説明しているというのはまっ
たくどうかしており，理論が成立していない，
あるいは破綻しているということになるのでは
ないであろうか。
　ただ，フランスは福祉国家のうちに数えられ
ていないこともあって日本ではその実情はあま
り詳しくは知られていないが，政策名称にこだ
わらなければ両叢書のフランスの生存権・社
会権を保障する政策はすぐれた解明がなされ
ているといえよう。両者ともイギリスでSocial 
Policyと呼ばれている範囲の政策を，フランス
ではそう呼ばずフランス独自の名称の政策にし
ているものを，日本的に社会保障・社会福祉と
読みかえて説明されているのであるが，フラン
スの政策・制度の現状はよく書かれていること
は確かである。しかし，「先進諸国の社会保障」
の『フランス』の巻の「総論」において，フラ
ンスのSESIというところがつくったとする「社
会保護の範囲と社会保険および社会保障の範
囲」という図がのせられていて，国民生活の安
定を保障する諸制度を総括するのが社会保護で
あり，そこから福祉制度・使用者制度・相互扶
助組合を拔いた範囲が社会保険であり，さらに
そこから失業補償制度を除いた範囲を社会保障
だとされているのをみると，フランスでは全制
度の総称が社会保護ということになっているよ
うなのであるが，その図を引用されている総論
の執筆者の藤井良治氏は本文では「社会保護が
対象とするリスクは，1疾病，2障害，3労働災
害，4老齡，5遺族，6出産，7家族，8職業不
適応，9失業，10その他」とされ，そのうち社
会保険は「疾病，障害，老齡，死亡，寡婦およ
び出産というリスクまたはそれらにかかる費用
を対象とする」と社会保障法典に規定されてい
るといい，さらにそのうちの社会保障制度の「対
象とする領域は社会保険，労働災害，職業病お
よび家庭給付である」と，その関係性を述べら
れ，「1996年度の社会保護勘定は2兆8301億フ
ランで，事務費や財務費を除いた給付費は2兆
3587億フランである。これに対応する社会保
障勘定は1兆8264億フランで，社会保護勘定
の77％強となっている」といわれているのを
みていくと，フランスの社会保護・社会保障は
複雑であることがわかってくるものの，疑問に
なることはなぜフランス本国の政策体系に即し
てフランスの社会保護という解説書にしなかっ
たのであろうか。
　フランスにはない社会福祉という政策を解説
する『世界の社会福祉』の「フランス」の巻は
高齡者福祉・障害者福祉，児童と家庭の福祉，
社会扶助と日本の福祉六法にあたる施策の解説
にはじまり，所得保障や年金・医療，家族給
付，など社会保障領域から都市・住宅政策など
の社会政策にいたるまでの解明だけでなく，無
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作為的に社会福祉の法制，行政，財政とか，フ
ランス社会構造と社会福祉，社会的生活観など
という項目がつけ加えられ，社会福祉や社会政
策の解説書の範囲をはるかに超えフランス社会
論になっているようである。ただ，不思議なこ
とは「フランスの社会福祉の特色」という序文
で，上述した『フランスの社会保障』にあった
「社会保護の範囲と社会保険および社会保障」
という図と似た図が「社会保障，社会福祉のシ
ステム」として出典も示されずに掲載されてい
るのであるが，そこでは社会保障制度，社会福
祉制度（Action Socialeの訳で社会扶助制度，
社会連帯制度・社会福祉活動〈Service Sociale
の訳〉を包摂する）。雇用保障を総括する大概
念が社会保護制度となっていて，「社会保障」
の巻とあわせて考察すると，フランスでは国民
の社会的権利を保障する政策の総称は社会保護
であることは確からしいのに，両巻とももっと
も重要な制度であるフランスの社会保護につい
ての論究はないのである。そしてフランスにも
社会福祉という政策・制度がないことは『社会
福祉』の巻の方の図で，“Action Sociale”を社
会福祉制度と訳し，“Service Sociale”を社会
福祉活動と訳しているのをみれば明瞭である。
くりかえすならば「フランスの社会福祉」とい
うものはないのである。
19．生存権保障政策はいかにあるべきか
　かくて，日本に大きな影響を与えたアメリカ，
イギリス，そして小走りであったがスウェーデ
ン，ドイツそしてフランスの社会権保障政策を
瞥見してきたのであるが，日本で規定されてい
る社会政策・社会保障・社会福祉の意味はいず
れの先進国とも異なることは一応明証できたと
いえるであろうが，（じつはソーシャル・ワー
クあるいは社会事業が社会福祉援助技術論に
なってしまっている大問題もあるのだが），こ
うした事情が明瞭になったということは，くり
かえしになるものの，日本国民の社会的権利を
保障する諸施策・諸政策が，その名称だけなら
ともかく，その理論も施策内容まで先進国と
異っていることを意味するので，その是正はど
うしたらよいのか，あるいは先進諸国に通用す
るどのような政策をつくっていくべきか考えな
ければならないであろう。
　日本の社会福祉理論は完全に先進国と異なっ
ているのにまったく問題にもならず，世界にも
同じ名称の政策があると全員が思い込んでいる
のは，社会政策・社会保障・社会福祉（・社会
事業）の理論をつくった日本の理論家たちは，
マルクス主義経済学理論しか知らなかったこと
が第1の理由である。先に何度もあげてきたそ
れぞれの政策の定義が世界とねじれ，歪曲して
いたのは簡単にいえば近代経済学に依拠する先
進資本主義国での，国民の社会的権利を保障す
る政策の論理は，市場から所得を得て生活をす
ることを自立とし，市場は国民の所得を効率的
に増大させて各個人の生活を向上させる機能を
積極的に肯定して，国民が市場に安定的にかか
れることを基盤におくのであるが，ただ市場は
不平等と貧困を生むという欠陥をもつので，そ
の是正のために政府あるいは社会（民間）は税
あるいは寄附を財源にして，市場から所得や
必需品を得られない人びとに社会的諸施策とし
て所得再分配をして生活の自立を支援するとい
う理論であるのに対し，マルクス主義理論の立
場にたつ日本の社会福祉理論は資本主義否定の
理論から，階級社会の根本的矛盾として発生す
る社会問題は放置しておくと暴動や革命にまで
発展しかねないので国家が対応せざるを得なく
なって仕方なく施行せざるをえない政策が社
社会福祉に関する経済学論争史（1）
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会福祉なので，革命運動をするならば政府がさ
らに対策を立てなければならないように追い込
まれるから，社会福祉は運動によってつくられ
てさらに水準が高くなるとしたので，政策主体
は政府対革命の関係というようなことになって
いたので，時代的に革命や革命運動が衰退して
問題にもならなくなると，日本の社会福祉理論
は後でまとめるが何をいっているかわからなく
なっているのである。（のち詳述するが，マル
クス主義理論では福祉を論理化できないことを
つけ加えておかなければならない。福祉とは「資
本論」で商品の二重性として交換価値と並置さ
れた使用価値と同じ意味なのであるが，マルク
スは商品を交換価値の面からのみ分析して剩余
労働・搾取を暴露していくのであるが，その過
程で使用価値の分析を捨象してしまっているた
め，近代経済学は人が市場を基盤に経済活動す
るのは効用・福祉つまり使用価値の拡大・最大
化を求めているという前提をしている理論とは
まったく系列の異る学なのである。）
　もう少し具体的に，日本国民の社会的権利を
保障しなければならない社会的諸施策を規定す
る論理が，マルクス主義理論が介在してその解
釈をしてきたことが，先進諸国の諸政策の名称
とは齟齬し，理論までも異質にさせて，ねじれ
ている事情を諸政策に即して整理しておこう。
その第１にあげなければならないのは，すでに
第2次世界大戦前に大河内一男氏が『資本論』
の論理に根拠をおいて「社会政策は労働力確保
のための資本の政策，すなわち労働力保全政策
である」という定義であり，日本ではいまだに
この定義がいきていて全失敗の元凶となってい
るといわなければならない。つまり，本来なら，
政府が国民の社会的権利を保障するためには，
ベヴァリッジ・レポートなどが提起しているよ
うに，あるいはイギリスやほかの先進国のよう
に，社会政策を対応させていくべきだとしてい
るのであるが，その政策内容は貧困救済政策，
医療保健政策，教育政策，住宅・環境政策に加
えて労働政策等が並行的に，総合的に施行され
ていくので，労働政策は社会政策の一部である
のに，全体的名称を僣称させてしまったため，
社会的権利や生存権をこのような諸政策を複合
的に統一して，名称はともかく総合社会政策と
して保障していくという理論体系をつくること
を阻害してきたのであった。
　その弊害をうけたのは社会保障の理論的定義
と政策であったといえよう。くわしいことは
前に述べたので略するが，50年勧告を作製し
た社会保障制度審議会の委員は憲法第25条に
でてきた社会保障の意味を求めて，アメリカの
Social Security Actではなく，ベヴァリッジ・
レポートの方を研究したといわれているので，
レポートは社会政策形成を提案していることは
おそらく理解できたであろうが，「社会政策は
労働政策」だという日本的な理解にわざわいさ
れて，レポートは社会政策ではなく社会保障制
度の形成を提起していると考え，単に所得保
障・経済保障の意味しかもたない社会保障を社
会保険，国家扶助，公衆衛生，社会福祉を総合
して国民の生存権を保障する政策としていたこ
とは，勧告の4年前に公布された憲法第25条
の敷衍化には大いに役立ったし，同じ年GHQ
の指導で現実化した，生活困窮者緊急生活援護
として膨大な財源を裏付けた「生活保護法」の
意義など日本国民の理解を絶していた生存権や
人権の解明には貢献してきたので，いまだにこ
の規定が持続的に承認されているのは確かであ
るものの，ベヴァリッジ・レポートを総合社会
政策でなく社会保障として理解してしまったこ
とは，憲法第26条の教育権，第27条労働権，
第28条団結権などを統合した社会政策をつく
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る途をとざす結果になっていたといえよう。つ
まり，前から述べているように，社会保障の意
味が世界的に異質であるだけでなく，その定義
が総合社会政策を形成することを阻害してきた
ということなのである。
　くりかえすなら，社会政策と社会保障という
名称の政策はほぼ全部の先進諸国で機能して
いるのであるが，日本では前者を単なる労働
政策と狭く解釈し，後者は社会保険・国家扶
助・公衆衛生・社会福祉の統合という広く把え
ているところが異っている（その弊害は省略す
る）のであったのに対し，社会福祉については
アメリカに福祉プログラムという少し似た政策
があるだけで，この名称をもつ政策は西欧諸国
にはないことに，社会政策と社会保障との相違
があった。だから，社会福祉という欧米諸国で
は福祉経済学の論理としてしか使われていない
概念を，唯一日本だけ，貧困救済的政策，ニー
ド支援施策の意味に使っているので，社会福祉
の定義は日本独自のものであることは当然であ
るが，それが統一されていないことにも特徴を
もっている。そのような統一されていない多様
な社会福祉の定義の一つが50年勧告が社会保
障を定義をした際に，社会福祉はその一部を構
成するものとして，「社会福祉とは，国家扶助
の適用をうけている者，身体障者，児童・その
他援助育成を要する者が，自立してその能力を
発揮できるよう，必要な生活指導，更生指導，
援助育成を行うのである」という規定されてい
たのであるが，先にもみたとおり国家扶助受給
者・身体障害者・児童という援護育成の対象者
は当時成立していた福祉三法と呼ばれていた
「生活保護法」，「身体障害者福祉」，「児童福祉
法」が，法的・行政的に救済・保護されていた
現実を基盤としてつくられた定義であり，日本
の社会的施策の理論としてはめずらしく現実と
論理が一致した規定だったのであり，のち「精
神薄弱者（知的障害者）福祉法」，「老人福祉
法」，「母子および寡婦福祉法」の三法がつけ加っ
て「福祉六法」に整備されるので，現実的にも
実効力をもつ社会福祉は六法が法制的に機能す
る範囲の活動を指すことはもっとも正確な規定
だったということができよう。
　この社会保障制度の一環として位置づけられ
た政府による法制という社会福祉の定義は，社
会福祉の理論家は気に入らないらしく，社会政
策との関連でマルクス主義理論的に規定された
社会事業の定義を継承する傾向が主流になって
いったのである。その発端をつくった孝橋正一
氏は「社会事業とは資本主義制度の構造的必然
の所産である社会的問題にむけられた合理的・
補充的な公私の社会的方策施設の総称であっ
て，その本質の現象的表現は，労働者＝国民大
衆における社会的必要の欠乏（社会的障害）状
態に対応する精神的・物質的な救済，保護およ
び福祉の増進を一定の社会的手段を通じて，組
織的に行うところに存する」と，大河内理論を
継承しつつ社会事業の名称のままマルクス主義
理論的な定義を提起されていたのであるが，ま
だ日本のアカディミズムがマルクス主義理論に
席捲されていた時期だったこともあってこの社
会科学的政策論を自称する論理が社会福祉の代
表的定義となっていたのであった。
　ただ，しかし，いまになってみるとこの定義
は福祉国家の政策の説明であることがみえてく
る。孝橋正一氏は福祉国家は国家独占資本主
義だとして，その政策は国民の目をあざむく
だけの欺瞞的なものだと極力否定をくりかえし
ているのであるが，旧ソ連の社会主義体制が崩
壊してその内情こそが虚偽的であったことが判
明し，福祉国家だけが国民の社会的権利の保障
に成果をあげていたのであったから，孝橋正一
社会福祉に関する経済学論争史（1）
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氏が厳密に社会科学的に規定した社会事業は期
せずして否定していた福祉国家の政策を説明し
ていたのであった。つまり，日本のほとんどの
マルクス主義に依拠する社会福祉の理論は福祉
国家を否定しながら，福祉国家の政策を社会福
祉として説明するという矛盾を犯していたので
あった。
　この傾向が現在までつづいていることは，
もっとも新しい代表的理論である古川孝順氏
の定義は「社会福祉とは，現代社会（経済的
には資本主義体制，政治的には民主主義体制を
とる都市型社会）において，人びとの自立的生
活，自己実現を支援し，社会参加を捉進すると
ともに，社会の包摂力を高め，その維持発展に
資することを目標に展開される一定の歴史的社
会的な施策の体系であり，その内容をなすもの
は，人びとの生活上の一定の困難や障害，すな
わち福祉ニーズを充足あるいは軽減緩和し，最
低生活の保障，自立生活の維持，自力生活力の
育成，自立生活の援護を図り，さらには社会参
加と社会的包摂を促進すること，またそのため
に必要とされる社会資源を確保・開発すること
を課題に，国・自治体ならびに民間の諸組織に
よって設置運営されている各種の制度ならびに
その実現形態としての援助活動の総体とに把え
られる。」という総合的複合的規定をされてい
るのであるが，これだけの課題を社会福祉とい
う一つの政策だけで実現・施行できるはずがな
いことはわかりきっているにもかかわらず，日
本の社会福祉理論は福祉国家論なので内部にい
くつもの政策および行政的財政的機能システム
が総合・複合されているという暗默の前提があ
るので，こんな巨大な定義が適用するのであ
る。
　このように，日本国民の社会権・生存権を保
障する社会政策・社会保障・社会福祉という政
策の定義を並べてみると，社会政策は労働政策
であり，社会保障は社会保険・国家扶助・公衆
衛生・社会福祉が統合されたいわゆる生存権保
障政策であり，社会福祉（社会事業）はじつに
広大な範囲・領域の国民生活全体を全面的に保
障する福祉国家政策を意味しているという，欧
米先進国とはまったく逆の概念構成になってい
るのである。 々述べてきたように日本の社
会保障，社会政策の用語法は誤っている，とく
に社会福祉の用語法は狂っているといってきた
実態は上述のとおりである。なぜこんなことに
なっているのか，こんな異状な学的状況に対し
理論家たちはなぜ疑念をもたないのか，答えの
一つは簡単にいえば，日本の社会的施策系の理
論家は近代経済学（じつはこちらが通常の経済
学なのである）に無知であったため，イデオロ
ギー的であり，現実は無視されて関係がなく，
非学問的になっているのである。
20．経済学の理論が社会的権利の保障政策
や福祉国家の基礎にある
　日本の社会政策・社会保障・社会福祉（およ
び社会事業）という政策理論はマルクス主義理
論によって論理化されていたため，これら日本
の国民の社会的権利や生存権の保障をする広い
意味の政策，あるいは貧困救済をする狭い意味
の施策等々が，こうした政策・施策を現実にお
いて施行・機能させている欧米先進国の実際の
名称とも，施策・政策内容とも，あるいは理論
までも齟齬し，異質なものにしてしまっている
ことをみてきた。もともとマルクス主義はその
経済学において交換価値の分析から剰余価値と
いう資本家階級が労働者階級を搾取している秘
密を暴露して，社会学が資本主義体制が階級社
会のため貧困層が沈澱することを証明し，政治
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学はこうした体制が発生させる矛盾・社会問題
は資本主義を革命して共産主義体制を創造する
ことによって資本主義の搾取体系から発生する
貧困・社会問題は完全に解決できると主張する
資本主義否定の革命理論だったので，社会的諸
施策が救済・解決しようとする貧困の分析・解
明はもっとも得意とするところであるが，その
解決は革命によるしかないとしているので，資
本主義体制のなかで貧困救済をする施策をどう
つくるかという論理をもっていなかったにも
かかわらず，日本の理論はマルクス主義の資本
主義分析にマルクス主義理論にはない救済対応
策を結合させようとするから恣意的解釈をした
り，変形的革命論になったりして，資本主義を
肯定している欧米先進国とは異ってしまってい
たといえよう。（さらにもっとも大きな理由は
欧米先進国はキリスト教国家で，中世から慈善
事業が存在しており，その活動や精神は現在に
まで引きつがれ，それが福祉国家にまで継承さ
れている〈国民は社会政策の財源を造るための
重税に耐えている〉のに対し，日本には他人の
貧困を救済するという慣習・伝統は皆無に近
かったことが，日本の理論が恣意的につくられ，
欧米諸国の実際と理論と異っているのは当然と
いえよう。）
　マルクス主義についての論究は論争も含めて
のち詳述するが，日本の社会政策・社会福祉の
運動論がいうようにもし国民が政策を拡大・高
度化する要求運動が隆盛となり政府に政策の変
更をさせただけでなく政府まで代えることがで
きたとしたなら，すでに崩壊してしまっている
旧社会主義体制のような政策体系ができあがっ
たであろうから，20世紀後半の現実での比較
をするなら，社会政策・社会保障・社会福祉の
各理論は福祉国家をモデルにすべきだったは
ずである。ところが，マルクス主義理論に依拠
している大部分の社会福祉の理論家は福祉国家
は社会主義前夜の国家独占資本主義だとして否
定しつづけてきたため，福祉国家肯定論者は異
端の少数派になってしまい，福祉国家を支える
政治勢力は正統派のマルクス主義が社会改良主
義・修正主義といって否定し批判しつづけてい
た，社会民主主義の政府だったことにあったこ
とが理解されなかったのである。
　近代経済学に無知で，マルクス主義理論しか
知らない日本の社会的政策系の学にたずさわる
理論家は，19世紀からの熾烈な修正主義論争
の結果，1917年のロシア革命の成功によって
勝利したと考えられた正統派マルクス主義の側
に立った国がかつての社会主義体制をつくり，
大部分の国民を政治的に弾圧し，不平等で不自
由な体制のもとにしばりつけて貧しい生活を
強いていたことを想起すべきであり，論争で正
統派から修正主義，改良主義と罵声をあびせら
れ，一旦敗北したかにみえた勢力が社会民主主
義政党をつくって福祉国家の構築をし，そこで
施行された社会政策・経済政策が実際に全国民
に自由で平等で豊かな生活を保障していたこと
は知られていたであろうが，じつは社会保障・
社会福祉を含む社会政策とは現実的・漸進的改
革路線をとる社会民主主義政党がつくったもっ
とも主要な政策であったことも認識しておくべ
きであったろう。
　さらに，日本の社会的政策の理論が近代経済
学に無知であったことは，ほんとうに経済政策
と社会政策を連携させて施行していこうとする
なら，大きな財源を必要とするという財政論を
もたず，資本主義の構造的欠陥が生みだす社会
問題は放置すると暴動や革命が起きるので資本
主義の政府が対応せざるをえないとか，要求運
動をして政府に対応させるというのが財源開発
理論に代る論理だったのである。これに対して
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近代経済学の論理は一見簡単で，市場経済体制
は効率的な経済の成長と生産諸力の効果的な発
展をさせ，それにより国民所得の増大による諸
個人の生活を向上させるという機能に優れてい
るので，労働者・大衆の社会的要求や，国民の
生活上の要求・生活問題あるいは自立的生活や
自己実現など日本の社会福祉の理論家が社会福
祉の課題としてあげているものなどは，市場か
ら供給される所得と資源（商品）の確保によっ
て充足・達成させられるのであるが，問題は市
場には所得格差・不平等を生みだして低所得者
を生むことと，市場にかかわれない人に分配で
きず無所得にしてしまう欠陥をもつので，民主
的で公正な政府なら成長・増加した所得分配分
に課税して，それを財源に所得再分配をする諸
政策を推進して，全国民の生活上の要求の充足
と自立的生活の保障し，貧困とニードも解消し
ていくための経済政策と社会政策を連携させて
いるのが，福祉国家という単純な図式になって
いる。
　福祉国家の規定はこんな単純な説明ですまさ
れるようなものでなく，典型的には，ケインズ
経済政策と社会民主主義の的社会政策統合とい
う理論があり，さらに混合経済体制（市場経済
と公共経済のミックス体制で，市場の成長機能
を活かしつつ，その欠陥の是正を兼ねて政府が
税を財源にインフラストラクチュアをつくって
国民生活を全面的に保障する）の一形態という
説や，政治は社会民主主義，経済は成長政策，
社会は再分配推進の倫理という三者の結合体制
という論理などさまざまな説明があるが，これ
らの理論がいかに形成されたかはさらに詳細に
論及していかなければならないであろう。
　こうした福祉国家は1950年代から70年にか
けて西欧諸国につぎつぎ構築され，全国民の自
由で平等で豊かな生活を保障していたのである
が，1980年ころから福祉国家政策は経済的停
滞に陥らせるという議論が起き，ケインズ経済
学と新古典派経済学との間の論争，福祉国家か
自由市場放任政府かという政争，大きな政府か
小さな政府かという論議が激しくなっていくの
で，この歴史の節目の理論と現実をみなければ
ならなくなっているのである。これらの議論は
社会政策や社会福祉をいかにすべきについて経
済学の方から論争的に規定してきているので，
修正主義論争にはじまり福祉国家論争にいたる
論争史をみていくことにしたい。
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